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地方におけるコミュニティ・ホスピタルと医療・介護連携 
2025.11.1 医療介護セミナーシンポジウム

多可町国民健康保険直営八千代診療所
武地美保



多可町

兵庫県中部の山間地域 「敬老の日」発祥の町

人口 18,337人、高齢化率40％、介護認定率 19%

後期高齢者医療費(R4)：39億円

介護保険歳出(R5)：30.5億円

過疎自治体における医療介護

国保直営八千代診療所

第2種へき地指定、在宅療養支援診療所

医師１人,看護師２人,事務員２人,事務長１人

外来患者数：350-400人/月

診療収入(R6)：51百万円

R7.9.1 R7.3



出典：2025.9.13 筒井先生講義資料



死亡場所の推移-病院死割合は減少-

2000 介護保険制度
(医療と介護の機能分担)

2006
介護保険改正

（予防と地域ケア） 2014  
医療介護総合確保法

（地域医療構想/在宅推進）

2003  DPC導入
(急性期入院の短期化)

2018  ACPガイドL改訂
(本人の意思決定を社会化)

介護医療院

2019- コロナ禍
(在宅隔離・面会制限

→場の再考)1961  国民皆保険
(医療アクセスの普遍化)

1973  老人医療費無料化
→長期入院の慣行が拡大

1983  老人保健法
(医療費抑制の転換点)

2024
新地域医療構想



多可町における死亡場所の変化（2016–2023年）

（人）

自宅

老人ホーム

介護医療院/老健

病院/診療所

その他

出典：e-Stat 人口動態調査 

https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003412067



兵庫県内49市町区における死亡場所の構成と実数（2023年）

死亡場所割合（自宅死割合順） 死亡者数（自宅死割合順）

出典：e-Stat 人口動態調査 

https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003412067



兵庫県内41市町：在宅医療資源と自宅死割合の関連分析（2023年）

訪問看護ST密度と自宅死割合 特養定員密度と自宅死割合

【方法】
出典データ：厚労省 「在宅医療にかかる地域別データ集」
対象：兵庫県内41市町（神戸市=1)
指標化：各資源を「65歳以上人口1万人あたり」で正規化
解析：スピアマン順位相関（n=41）

参考文献
Ikeda T (2021).AGMR.25:25
Morioka N(2018)PLoS ONE.13:e0201649
Abe K(2022)JAMA Netw Open.5:e2142273



対象：
要介護後期高齢96人
（男性59:女性37）
2016年度以降に初回介護認定かつ
2021年度に死亡

多可町：終末期医療・介護統合費用の分析：死亡場所別

死亡前５年間の医療・介護月次平均費用軌跡

医療費 10.3百万円
介護費 3.0百万円

(n=60)

(n=17)

(n=19)

医療費 5.3百万円
介護費 7.0百万円

医療費 4.7百万円
介護費 2.4百万円

病院死に至る“入院スパイク”を
いかに防ぐか

ACSC*増悪や骨折の予防

*ACSC:Ambulatory Care Sensitive Conditions

在宅ケアの維持・最適化

訪看・ケアマネ・医師等
多職種チームの連携力



５年間の医療介護の統合ケア費

死亡場所別：統合ケア費用の分布

13.2百万円 12.3百万円 7.1百万円

病院死は在宅死の約２倍の費用構造

過疎地域においても
終末期のケア場所が
費用構造に
決定的な影響を与える 



終末期に至るまでの臨床的経路の違い 

医療費 9.3百万円
介護費 2.9百万円

統合ケア費 12.2百万円

医療費 6.7百万円
介護費 4.6百万円

統合ケア費 11.4百万円

多可町：終末期医療・介護統合費用の分析：性別

死亡前５年間の医療・介護月次平均費用軌跡

男性＝急性増悪型、女性＝慢性介護型

男性

女性

男性 n=59

女性 n=37



過疎地診療所の医療介護

予期せぬ入院の回避
（外来：慢性疾患管理・ACSC増悪予防）

「終末期を自宅で」を当たり前にできる在宅ケア力
訪問看護・ケアマネとの協働、在支診の連携は必須

多死社会を迎えて、病院も施設も在宅も看取りが増える

多可町：在宅医療資源が少なく、介護施設が比較的多い地域特性
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